
【アゼルバイジャン経済トピック第 120号】 

 

在アゼルバイジャン日本大使館 

2022年 12月 27日 

 

日・アゼルバイジャン租税条約の署名 

 

１ １２月２７日、バクーにおいて、和田大使とジャバロフ経済大臣との間で、日・アゼルバイジャ

ン租税条約（正式名称：所得に対する租税に関する二重課税の除去並びに脱税及び租税回避

の防止のための日本国とアゼルバイジャン共和国との間の条約）の署名が行われました。 

 

２ この条約は、１９８６年に発効した現行の租税条約（所得に対する租税に関する二重課税の

回避のための日本国政府とソヴィエト社会主義共和国連邦政府との間の条約）を日本とアゼル

バイジャンとの間で全面改正するものであり、主に投資所得（配当、利子及び使用料）に対する

課税を軽減することにより、両国間の投資・経済交流を一層促進することが期待されます。 

 

３ この条約の主な内容は、別添のとおりです。今後、両国における国内手続（我が国の場合は

国会の承認）を経た上で発効することになります。                                 

 （以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添 

 

１ 日・アゼルバイジャン租税条約の主な内容 

（１）事業利得に対する課税 

事業利得については、企業が進出先国に支店等の恒久的施設（注）を設けて事業活動を行っ

ている場合に、その恒久的施設に帰属する利得に対してのみ、進出先国において課税すること

ができます。また、恒久的施設に帰属する利得は、本支店間の内部取引を網羅的に認識し、独

立企業原則を厳格に適用して計算されます。 

（注）企業が使用人等を通じて一定期間を超えて行う役務の提供（いわゆるサービスＰＥ）等を

含みます。 

 

（２）投資所得に対する課税 

投資所得（配当、利子及び使用料）については、以下のとおり、源泉地国（所得が生ずる国）に

おける課税の上限（限度税率）が引き下げられ、又は課税が免除されます。 

 現行条約 改正後 

配当 １５％ ７％ 

利子 
免税（政府受取等） 

１０％（その他） 

免税（政府受取等） 

７％（その他） 

使用料 
免税（著作権） 

１０％（その他） 
７％ 

 

（３）相互協議手続 

条約の規定に従っていない課税は、両国の税務当局間の協議による合意に基づき解決され

ます。 

 

（４）情報交換及び徴収共助 

  国際的な脱税及び租税回避に効果的に対処するため、両国間における租税に関する情報交

換の対象となる租税及び事案が拡大されるとともに、両国間における租税債権の徴収に関す

る相互支援が導入されます。 

 

（５）条約の特典の濫用防止 

  条約の特典の濫用を防止するため、第三国に存在する恒久的施設に帰属する一定の所得

及び条約の特典を受けることが取引等の主要な目的の一つであったと認められる場合につい

ては、条約の特典は認められません。 

 

2  この条約は、両国においてそれぞれの国内手続（我が国においては国会の承認を得るこ



とが必要）を経た後、外交上の経路を通じて、その国内手続の完了を確認する通告を相互に行

い、遅い方の通告が受領された日の後３０日目の日に効力を生じ、次のものについて適用され

ることとなります。 

（１） 我が国においては、 

ア 課税年度に基づいて課される租税に関しては、この条約が効力を生ずる年の翌年の１月１

日以後に開始する各課税年度の租税 

イ 課税年度に基づかないで課される租税に関しては、この条約が効力を生ずる年の翌年の１

月１日以後に課される租税 

（２） アゼルバイジャンにおいては、 

ア 源泉徴収される租税に関しては、この条約が効力を生ずる年の翌年の１月１日以後に取得

される所得 

イ その他の租税に関しては、この条約が効力を生ずる年の翌年の１月１日以後に開始する各

課税年度について課される租税 

 

（３） 情報交換及び徴収共助に関する規定は、対象となる租税が課される日又はその課税年度

にかかわらず、この条約が効力を生ずる日から適用されます。 

 

［参考］ 

 新条約は、我が国とアゼルバイジャン共和国以外の一部の旧ソ連諸国との間で適用されてい

る現行の租税条約（所得に対する租税に関する二重課税の回避のための日本国政府とソヴィ

エト社会主義共和国連邦政府との間の条約）に影響することはありません。 

(以上) 

 

 


